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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（生活習慣病重症化予防のための戦略研究）） 

総括研究報告書 

 

『自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる 

保健指導プログラムの効果検証に関する研究』 

－研究の遂行と総括－ 

研究代表者 磯 博康 大阪大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学 教授 

 

研究要旨 

本研究では、自治体をクラスターとしたランダム化比較試験によって、脳卒中・虚血性

心疾患・心不全・腎不全を発症するリスクの高い未受療者に対して、受療行動促進モデ

ルを用いた保健指導の有効性を検証し、健康・医療政策の立案に資する科学的なエビデ

ンスを創出することを目的としている。 

今年度は、研究対象自治体を選定するために、研究対象候補自治体を対象に自治体向け

説明会を開催し、研究参加の意思確認を行った。その結果、28 自治体から研究参加の同

意を得え、研究対象自治体が確定した。そして、研究対象自治体について、自治体の特

性をもとにスコア化し、スコアの類似した自治体をペアでグループ化し、クラスター・

ランダム化を行った結果、14 介入自治体と 14 対照自治体が決定した。 

介入自治体においては、介入を開始するにあたり本研究の説明および保健指導プログラ

ムの研修会を開催した。対照自治体においても、本研究の説明・今後の研究スケジュー

ルの説明会を開催した。 

現時点では、介入効果を検出するために必要な研究対象者数が満たないため、第二次募

集を実施し、介入・対照自治体を追加する予定である。 

 

Ａ．研究目的 

本研究では、自治体をクラスターとしたラ

ンダム化比較試験によって、脳卒中・虚血性

心疾患・心不全・腎不全を発症するリスクの

高い未受療者に対して、受療行動促進モデル

を用いた保健指導の有効性を検証し、健康・

医療政策の立案に資する科学的なエビデンス

を創出することを目的としている。 

今年度は、研究対象自治体を確定し、平成

26 年 4 月から介入を開始するための体制整備

を行った。 

 

Ｂ．研究対象と方法 

１）研究対象自治体の確定 

①研究対象候補自治体の抽出 

まず、住民基本台帳人口移動報告（総務省

統計局）における平成 25 年 3 月末現在人口

により、人口 5 万人以上 100 万人未満の自治

体（554）を抽出し、国民健康保険被保険者

の集団健診による特定健診受診者数につい

ての調査を実施した。397 自治体から回答を

得て、調査の回収率は 72%であった。 

次に、調査結果から、以下のいずれかに該

当する自治体をさらに抽出した。 

・平成 24 年度の国民健康保険被保険者の集

団健診による特定健診受診者数が概ね

4,000 人以上である自治体 

・平成 25 年度または平成 26 年度の国民健康

保険被保険者の集団健診による特定健診

受診者数が概ね 4,000 人以上（あるいはそ

の見込みがある）と判断した自治体 

 

②研究対象自治体の選定 

①で抽出された 159 自治体のうち、68 自
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治体に対して、研究への参加を促すための自

治体向け説明会（以下「説明会」という。）

を 4 回開催した。 

説明会開催後、説明会に参加した自治体に

対し、研究対象自治体の要件に該当するかど

うかについて、アンケート調査、ヒアリング、

資料等から確認し、研究参加についての同意

を募った。その結果 28 自治体から研究参加

の同意を得て、研究対象自治体として確定し

た。 

 

２）クラスター・ランダム化比較試験 

研究対象自治体として確定した 28 自治

体について、クラスター・ランダム化比較

試験によって、14 介入自治体と 14 対照自

治体を決定した。クラスター・ランダム化

比較試験の手順について、下記に述べる。 

研究対象者を個人ごとに割付を行う通

常のランダム化比較試験と比べ、割付がク

ラスター（自治体）ごとに行われるクラス

ター・ランダム化比較試験では、研究対象

者の背景因子に関して比較群間におけるバ

ランスの確保が難しいことから、出来るだ

け群間のバランスを確保するため、ランダ

ム化は多変量ペアマッチング法を用いるこ

ととした。 

多変量マッチングとは、自治体の特性変

数（ハイリスク者数、緯度、経度、国民健

康保険被保険者数、特定健診受診者数の割

合、除外要件該当数、最終学歴人口割合、

人口対医師数）をもとに、総合スコアであ

るマハラノビス多変量スコアを計算し、マ

ハラノビススコアが類似する自治体同士を

2 つずつ選定する。マッチングの優先順位

を示す重みづけはコンピュータシミュレー

ションで 80 通りの組み合わせのそれぞれ

に、模擬ランダム化を 1,000 回ずつ行い、

群間のバランスを検証し最良の重みを決定

する。本研究におけるマッチングについて

は、マッチング手法の開発者であるヴァン

ダービルト大学の生物統計家と共同で行っ

た。 

次にマッチングにより特定された自治体

のそれぞれのペアの１つをランダムに介入

群に割り付け、他方を対照群とした。ランダ

ム化の際の Safety Net として、ハイリスク

者数、緯度、経度、国民健康保険被保険者数、

特定健診受診者数の割合、除外要件該当数、

最終学歴人口割合、人口対医師数のうち、少

なくとも一つの変数で群間の差に有意差が

認められた場合のみ、ランダム化を再試行す

ることとした（マッチングによって有意差の

出る確率は３%以下に抑えられているため、

この方法を用いてもランダム化の正当性は

確保される。 

本研究における研究対象自治体の割付は、

自治体選定委員会の審査・承認のもとで行っ

た。 

 

３）介入開始に向けての体制整備 

14 介入自治体と 14 対照自治体に対して、

平成 26 年度 4 月から介入を開始できるよう

体制整備を行った。 

①介入自治体 

１．平成 25 年度第１回研修会 

介入自治体における保健指導実施者を対

象に、保健指導プログラムの遂行およびデー

タ収集から固定までの管理、受療行動促進モ

デルによる保健指導の標準化および質の向

上を図り、本研究における保健指導を高い精

度で実施できるようになることを目的とし

て、研修会を開催した。 

【日時・場所】 

１日目：平成 26 年 2 月 17 日（月） 

10：00～18：00 

TKP 神田ビジネスセンターANNEX  

２日目：平成 26 年 2 月 17 日（月） 

9：00～16 ：30 

TKP 神田ビジネスセンターANNEX  

 

２．平成 25 年度介入自治体への合同説明会 

介入自治体における事務職員・保健指導実

施者を対象に、研究の意義や介入自治体のデ

ータ管理（収集・回収・提出）についての説



 

3 
 

明会を開催した。 

【日時・場所】 

〇平成 26 年 2 月 24 日（月） 

 13：00～17：30 

 TKP 神田ビジネスセンターANNEX 

 

②対照自治体 

１．平成 25 年度対照自治体への合同説明会 

対照自治体における事務職員・保健指導実

施者を対象に、研究の意義や対照自治体のデ

ータ管理（収集・回収・提出）、今後のスケ

ジュール等についての説明会を開催した。 

【日時・場所】 

〇平成 26 年 3 月 17 日（月） 

 13：00～17：30 

 TKP 神田ビジネスセンターANNEX 

 

４）第二次募集 

①必要なサンプルサイズについて 

主要評価に用いるアウトカム(脳卒中・心

筋梗塞・不安定狭心症・心不全を伴う入院、

慢性腎臓病・腎不全を伴う入院及び人工透析

導入、急性心臓死、循環器疾患・慢性腎臓病・

腎不全による死亡）の 4 年間の累積発生率は

6.6％（3.5 年間の累積発症率は 5.8％）であ

り、その累積発生率を介入群において対照群

よりも 20％大きく低下させるという介入効

果を検出するために、必要な自治体数（研究

対象者数）を有意水準 5％、検出力 80％、ク

ラスター内の内部相関を 0.001 と算出した。 

平成 26 年 4 月 1 日から 14 介入自治体（約

5600 人）、14 対照自治体(約 5600 人)である

ことから、第二次募集を行い平成 26 年 9 月 1

日から研究を開始する自治体数（研究対象者

数）を追加することとなった。予定の自治体

は、追跡期間が5カ月間短いことを考慮して、

9 介入自治体(約 3600 人)、9 対照自治体(約

3600 人)が必要となる。 

 

②研究参加勧奨の方法 

第二次募集では、研究対象候補自治体の参

加要件について、研究対象候補自治体となる

条件を人口規模に関わらず、集団健診による

特定健診受診者数が2,000人以上と見込まれ

ることとした。 

前回実施した、国民健康保険被保険者の集

団健診による特定健診受診者数についての

調査回答を用いて、参加要件に該当する自治

体（238）へ、研究説明会開催場所の希望調

査を実施した。その結果、個別訪問（4 自治

体）、福岡会場（8 自治体）、大阪会場（11

自治体）、東京会場（16 自治体）、仙台会場

（1 自治体）、天王寺会場（2 自治体）の計

42 自治体に対して、研究説明会を実施し、参

加勧奨を行う予定である。 

 

Ｃ．研究結果 

研究への参加を促す自治体向け研究説明

会を実施し、参加自治体 68 のうち、28 自治

体より研究参加の同意を得た。その 28 自治

体について、クラスター・ランダム化によっ

て、14 介入自治体と 14 対照自治体を決定し

た。 

28 自治体について、平成 26 年 4 月から介

入を開始するために、研修会等を実施し、体

整備を行った。 

現時点では、介入効果を検出するために必

要な研究対象者数が満たないため、第二次募

集を実施し、研究対象自治体を追加すること

となった。 

 

Ｄ．今後の課題 

平成 26 年 4 月から介入を開始するにあた

って、介入自治体の郡市区等医師会への訪問、

各種手順書の完成、データ収集・管理等の確

定を進めている。 

また、第二次募集の研究説明会を開催し、

必要な自治体数を得られるよう、参加勧奨を

積極的に行う。 

 

Ｅ．健康危険情報 

なし 
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Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

I．研究協力者 

研究リーダー補佐 

北村明彦  大阪大学大学院医学系研究科 

      公衆衛生学 准教授 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（生活習慣病重症化予防のための戦略研究）） 

分担研究報告書 

 

『自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる 

保健指導プログラムの効果検証に関する研究』 

－「戦略研究推進室」：研究遂行の支援・進捗管理、外部委員会・検討会・所管課との調整－ 

研究分担者 下村 伊一郎 大阪大学大学院 医学系研究科 内分泌代謝内科 教授 

 

研究要旨  

本戦略研究において、研究グループおよび研究実施自治体が、円滑に研究遂行できるよう

支援・推進することを目的に、「戦略研究推進室（以下推進室）」を設置し、研究リーダー

とともに研究を推進している。平成２５年度は、研究体制を研究リーダーとともに決定し、

計６回リーダー会議を開催し、厚労省所管課・検討会と調整しながら研究推進に努めた。自

治体選定委員会を設置し、自治体公募と選定を行い、２８自治体の研究参加同意を得て、介

入自治体１４自治体、対照自治体１４自治体を決定した。また２６年度からの介入開始に向

け、匿名化システム開発、データセンター、レセプトイメージ印刷処理システムに関し、３

施設・企業と契約を締結し、介入の準備を開始した。また本研究の経理を担当し、執行・管

理を行った。 

 

Ａ．戦略研究推進室設置の目的と経緯 

研究グループが円滑に研究遂行できるよ

うに支援・推進することを目的に、「戦略研

究（生活習慣病重症化予防のための戦略研

究）実施要綱」において研究実施主体である

国立大学法人大阪大学に設置することが定

められている戦略研究支援組織のうち、戦略

研究推進室を国立大学法人大阪大学大学院

医学系研究科に平成２５年８月２１日に設

置した。 

 

Ｂ．推進室の体制 

推進室長：下村伊一郎 

副推進室長：西澤 均 

推進室員：丸山皆子、高原光佳、木村武量、

今野弘規、他 事務補佐員３名 

 

Ｃ．推進室の役割業務 

（１）戦略研究の進捗管理、研究遂行の支援

等の研究マネジメント 

（２）外部委員会に関する規程作成、設置、

運営 

（３）研究費補助金の配分及び執行等 

（４）戦略研究の研究員や事務職員等の雇用 

（５）戦略研究に必要な委託契約事務 

（６）厚生労働省所管課、戦略研究企画・調

査専門検討会等との調整 

（７）外部委員会、関係団体その他戦略研究

に関わる機関等への対応 

（８）戦略研究の成果の公開及び普及啓発 

 

Ｄ．進捗 

・平成２５年度は、研究体制を研究リーダー

とともに決定し、計６回リーダー会議を開

催し、また厚労省所管課・検討会と調整し

研究推進に努めた。 

＜自治体リクルート＞ 

・自治体説明会を平成 25 年 11 月 15 日、18

日（東京），及び 21 日（大阪）の計 3 回

開催した。参加自治体は 54 自治体。 

・平成 25 年 12 月 19 日に追加説明会を開催

した。参加自治体は 14 自治体。 

・研究参加を表明した自治体は、28 自治体と

なった。（平成 26 年 1 月 20 日確定） 
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・自治体選定手順案の作成（平成 25 年 11 月） 

・自治体選定委員会の設置および開催（第一

回：平成 26 年 1 月 10 日、第二回：平成

26 年 1 月 22 日、第三回：平成 26 年 2 月 7

日） 

・自治体選定手順書は第二回自治体選定委員

会にて承認された。 

・割付作業は、Tebeb Gebretsadik（ヴァン

ダービルト大学 生物統計家）に依頼した

（平成 26 年 2 月） 

・第三回自治体選定委員会にて、介入 14 自

治体、対照 14 自治体が承認された。 

＜対象自治体に対する研修会・説明会開催＞ 

介入自治体に対する研修会を、平成２６年

２月１７、１８日に、合同説明会を２月２

４日に開催した。対照自治体に対する合同

説明会を３月１７日に開催した。 

＜戦略研究に必要な委託契約事務＞ 

２６年度からの介入開始に向け、匿名化シ

ステム開発、データセンター、レセプトイ

メージ印刷処理システムに関し、３施設・

企業と契約を締結し、準備を開始した。 

 

Ｅ．懸案と今後の方針 

研究参加自治体数が目標数に達しなかっ

たため、自治体２次募集を行うため、準備を

開始した。また研究データ収集に関して、研

究リーダー・データ収集管理担当とデータ収

集に関する委託組織とが連携して進めるこ

とができるように支援・推進している。各種

手順書の完成に向けて、支援・進捗管理をし

ている。また研究参加自治体との契約や研究

開始までの準備の支援および問い合わせ窓

口として機能するよう努めている。 

 

Ｆ．結論 

平成２５年８月２１日に戦略研究推進室

を発足させ、研究の推進に努め、平成２５年

度、研究参加自治体２８自治体（介入１４、

対照１４）を決定した。 

 

 

Ｇ．健康危険情報 

なし 

 

Ｈ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｉ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

J．研究協力者 

西澤 均  大阪大学大学院医学系研究科 

内分泌代謝内科 助教 

高原充佳  大阪大学大学院医学系研究科 

内分泌代謝内科 特任研究員 

木村武量  大阪大学大学院医学系研究科 

内分泌代謝内科 医員 

今野弘規  大阪大学大学院医学系研究科 

公衆衛生学 助教 

丸山皆子  大阪大学大学院医学系研究科 

公衆衛生学 特任助教 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（生活習慣病重症化予防のための戦略研究）） 

分担研究報告書 

 

『自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる 

保健指導プログラムの効果検証に関する研究』 

－受療行動促進モデルによる保健指導プログラムの介入サポート－ 

研究分担者 野口 緑 大阪大学大学院 医学系研究科 公衆衛生学 招へい准教授 

 

研究要旨 

本研究の介入手順の標準化を行うことを目的として介入自治体すべてが同一手順、同一の

観点で保健指導プログラムを遂行できるための介入手順書、及び保健指導資料を作成した。 

介入手順書の作成においては特に、本研究の介入の概念枠組みである「受療行動促進モデ

ル」について、モデルの構成要素と実際の保健指導とを関連付け、すべての介入自治体で、

保健指導のタイミング（初回保健指導、継続①、継続②）ごとに標準化した介入が実施でき

るよう検討し、介入手順を確立した。 

また、本研究の介入である保健指導を実施する際に使用する保健指導資料も作成した。作

成に当たっては、本研究の概念枠組みである受療行動促進モデルの要素を網羅するために、

生活習慣病の病態、特に代謝異常や血管への障害を十分に理解でき、将来起こる可能性のあ

る健康障害をイメージした上で、受療行動による利益を住民が感じ取れるように、専門家、

及び各関係者と協議の上検討した。 

 

Ａ．研究目的 

 本研究は、自治体を一つのクラスターとし

て行うクラスターランダム化比較試験

（Cluster-Randomized Control Trial：

Cluster-ＲＣＴ）であるため、介入群クラス

ター間での介入内容の標準化が介入効果を

正しく評価する上で極めて重要になる。この

点において、一般的な薬剤介入研究と異なる。 

一般的に、自治体における保健師の保健指

導内容及び方法は概ね類似していると考え

られるが、厚生労働省「標準的な健・保健指

導プログラム（改訂版）：以下、改訂版とす

る」においても、「保健指導は個人の生活、

行動の背景にある健康に対する認識、価値観

に働きかける行為であるため、保健指導の実

践過程は千差万別であり、この部分を標準化

することは困難である」と示されているよう

に、保健指導プログラムや実践過程は各自治

体、対象者の病態等によって異なるのが一般

的で標準化は極めて難しい現状にある。しか

しながら、本研究において介入の標準化を行

うことは研究を遂行する上で極めて重要な

要素となる。 

そこで、本研究の介入の標準化を行うため、

介入自治体すべてが同一手順、同一の観点で

保健指導プログラムを遂行できるための介

入手順書、及び保健指導資料を作成すること

を目的とした。 

 

Ｂ．研究対象と方法 

 (１)「自治体アンケート調査」の作成 

 基本的に保健指導は、改訂版に基づき各自

治体の裁量で実施されているため、研究対象

市が、すでに本研究と類似した保健指導介入

を行っている場合は、正確な介入効果の評価

が行えない可能性がある。したがって、各自

治体の保健指導介入の内容について、アンケ

ート調査を実施した。 

 アンケート調査の内容は、健診結果票の

様式、台帳の使用の有無と様式、レセプト
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を活用した保健指導の有無、重症化ハイリ

スク者への介入の有無と介入方法について

とし、介入内容が本研究と類似している自

治体は、研究班内で検討し除外することと

した。 

 

(２)介入手順書の検討 

 全ての介入自治体で、同一の手順、同一の

観点で保健指導介入を実施するために、介

入手順書に必要な情報について検討した。

検討過程では、以下のとおり、他チームリ

ーダーとの連携会議や、介入サポートチー

ム内会議を開催し、検討を進めた。 

  

１）介入サポートチーム以外のチームリーダ

ーとの協議、チームリーダー連携会議 

介入の標準化に関連して「モニタリングチ

ーム」及び「プログラム標準化チーム」と複

数回にわたり、具体的な介入手順について

検討した。また、保健指導記録票、介入の

スケジュール管理のための管理台帳作成に

関し、必要事項について、エンドポイント

判定チームとも検討を行った。 

 

２）介入サポートチーム内会議 

 「介入サポート、プログラム標準化、モニ

タリング各チーム連携リーダー会議」での検

討内容を踏まえた介入手順の再検討を、介

入サポートチーム会議において複数回にわ

たり実施した。会議では、介入手順書の増

補作業を行った。 

 

３）効果的な先進地区の保健指導事例の収集 

 本研究の保健指導のモデルとなっている

先駆的な保健指導を実施している自治体の

実際の保健指導場面を録音し、逐語録およ

びプロセスレコードを作成した。このデー

タを帰納的に分析して受療行動促進モデル

の構成要素を明確化した。具体的には、保

健指導の展開方法の詳細について、具体例

を介入手順書に追記した。 

 

４）レセプト(診療情報明細書)からの収集情

報の検討 

対象者の受療状況や服薬状況（服薬の有

無）を正確に把握し、その状況を踏まえて効

果的な保健指導を実施するために、レセプト

(診療情報明細書)の内容を確認し、収集する

情報等を明文化した。 

 

５）保健指導関連帳票の検討 

 本研究における介入を円滑に遂行するた

めに、保健指導記録票等の必要な様式を作

成した。 

 

(３)保健指導資料集の検討 

本研究では、受療行動促進モデルに基づ

く保健指導を標準化するにあたり、保健指

導時に使用する保健指導資料が極めて重要

である。特に、対象者の健診結果をモデル

の構成要素である「罹患性、虚弱性」、「重

大性」についての説明の標準化において、保

健指導資料集は重要な役割をもつ。 

保健指導資料集は、厚生労働省「標準的な

健診・保健指導プログラム（確定版）」（平

成 19 年 4 月）の付録「保健指導における学

習資料集」、厚生労働科学研究「CKD 進展予

防のための特定健診と特定保健指導のあり

方に関する研究」（2013 年）で作成された保

健指導資料や、高血圧、糖尿病、動脈硬化、

腎臓各学会で出版されている診療ガイドラ

インを参考としつつ、新たに受療行動促進

を目的とした保健指導を行う上必要な項目

を抽出することにより、作成した。 

そして、受療行動促進モデルの展開に沿

って使用する保健指導資料のアルゴリズム

を作成した。 

 

Ｃ．研究結果 

(１)「自治体アンケート調査」の検討、作成 

研究参加自治体の募集に際し、本研究の介

入内容と類似している自治体を除外するた

めの自治体アンケートを作成した。 

(２)介入手順書の検討過程 
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本研究期間において添付資料 1 の「自治体に

おける生活習慣病重症化予防のための受療

行動促進モデルによる保健指導プログラム

の効果検証 手順書 保健指導実務編：以下、

介入手順書」を作成した。作成にかかる検討

過程については以下の通りである。 

 

１）介入サポートチーム以外のチームリーダ

ーとの協議、チームリーダー連携会議 

 

下記の通り、検討会議を計8回実施した。 

 

【第 1 回】平成 25 年 9 月 13 日(金) 

 エンドポイント判定チームリーダーと共

に、介入手順における介入データの扱い、

レセプトデータの取得方法について、除外

の際の手順など検討した。 

【第 2 回】平成 25 年 9 月 24 日(火) 

 モニタリングチームリーダーに対し、こ

れまで検討されてきた介入プロセスや介入

の必須条件を説明、モニタリング事項につ

いて協議した。 

【第 3 回】平成 25 年 9 月 30 日（月） 

 チームリーダー連携会議 

介入の必須条件に加え、介入プロセスご

との介入手順について、介入手順書で網羅

にしておくべき内容と、標準化のための研

修において網羅すべき事項との区割けを協

議、した。 

  

【第 4 回】平成 25 年 10 月 21 日（月） 

チームリーダー連携会議 

 確実な介入が進むための中央研修の時期

の検討と研修会で網羅すべき内容について、

協議を行った。 

 保健指導のタイミングの標準化が確認で

きるモニタリング項目や方法、及び介入の

必須条件にかかるモニタリング方にについ

て検討した。 

【第 5 回】平成 25 年 11 月 15 日 

チームリーダー連携会議 

 介入手順書における保健指導のタイミン

グの明確化（初回保健指導、継続①、継続②、

2 年目）と介入内容を協議した。 

【第 6 回】平成 25 年 12 月 6 日 

チームリーダー連携会議 

 介入手順書の追記項目の確認、モニタリ

ングの範囲、方法について、再度協議、し

た。 

【第 7 回】平成 26 年 1 月 13 日(月) 

 チームリーダー連携会議 

介入手順を標準化するための中央研修と事

例検討会とのタイミングについて協議し

た。 

【第 8 回】平成 26 年 1 月 14 日(火)  

 チームリーダー連携会議 

介入手順とモニタリングの範囲、項目の検

討を行った。動機づけ面接法の評価スケー

ルに基づいた保健指導評価スケールを検討

した。 

 

２）介入サポートチーム内会議 

 「介入サポート、プログラム標準化、モニ

タリング各チーム連携リーダー会議」での検

討内容を踏まえ、介入サポートチーム会議

において介入手順書を再検討した。その過

程で介入手順書の内容を増補した。 

検討過程は以下のとおり。 

 

【第 1 回】平成 26 年 1 月 13 日（月）  

 検討されてきた介入手順書内容の確認、

介入手順書で不十分な表記、並びに介入手

順書を具体的に展開するための保健指導資

料の作成の検討を行った。 

【第 2 回】平成 26 年 1 月 31 日(金） 

 研究計画に沿った介入手順書が作成でき

ているか、帳票類の記載方法などに不足は

ないかを検討した。 

【第 3 回】平成 26 年 2 月 1 日(土) 

研究進捗にかかるアドバイザー業務の委

託先である「公益財団法人結核予防会」から

現段階の介入手順書、保健指導資料につい

て意見聴取した。 

介入手順書と保健指導資料との整合性、
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介入手順書の構成など詳細に協議し、介入

手順書改定作業に反映した。 

【第 4 回】平成 26 年 2 月 17 日(月) 

 担当する介入自治体の決定、介入自治体

へのサポート事項を協議した。また、事例

検討会に向けた準備、介入自治体との連絡

調整方法について協議した。 

【第 5 回】平成 26 年 2 月 28 日(金)  

保健指導記録票、初回、継続①、②のそ

れぞれにおいて、受療行動促進モデルが遂

行されたことが確認できる項目の追加を検

討した。保健指導介入の標準化を確認でき

る記録項目の記載方法を検討した。 

【第 6 回】平成 26 年 3 月 31 日(月)  

 チーム内で標準的な介入サポートを実施

できるよう、介入プロセス、受療行動促進

モデルに沿った保健指導計画の立案方法、

各帳票類の記載方法、高血圧、糖尿病、動

脈硬化、腎臓各学会で出版されている診療

ガイドライン、参考文献をもとにした病態

の理解について検討した。 

 

これらの検討過程をより、介入手順書に

は、以下の5つの項目についての明確な記載

を追加した。 

 

１ 介入における必須条件の明確化 

２ 保健指導のタイミングの明確化 

３ 受療行動促進モデルに沿った具体的

な保健指導の具体化 

４ 保健指導のタイミングごとの展開イ

メージやモデル例の提示 

５ 保健指導関連帳票の各項目の記載目

的、記載手順 

 

３）効果的な先進地区の保健指導事例の収集 

 介入自治体が具体的な介入イメージが持

て、全ての介入自治体で介入内容の標準化

が進むよう、本研究で特徴的な受療行動促

進モデルに基づく保健指導展開例を具体的

に示すため、先行的に実施している自治体

の保健指導内容を録音し、逐語録およびプ

ロセスレコードを作成した。このデータを

帰納的に分析し、受療行動促進モデルの構

成要素を明確化した。 

また、実際の保健指導において、特に、

モデルの構成要素である「罹患性、虚弱性」、

「重大性」に関する説明はどのように行って

いるか、「行動することによる利益」、「行

動することによる障害、負担」はどのように

引き出しているかを明らかにした。 

 これらの内容について、介入手順書に具

体的に盛り込んだ。 

 

４）レセプト(診療情報明細書)からの収集情

報の検討 

市の国民健康保険所管課に設置されてい

る「保険者レセプト管理システム」から診療

報酬明細書および調剤報酬明細書の項目を

確認した。それによると高血圧症・糖尿病・

脂質異常症、慢性腎臓病の受療状況を確認す 

ることが必須であることが分かり、添付資

料の「介入手順書」にある通りにレセプトか

らの収集方法を明らかにした。 

 

５）保健指導関連帳票の検討 

 保健指導介入を円滑に遂行するために、

以下の様式を作成した。 

・保健指導介入時期を一覧にした管理台

帳 

・健診結果経年表 

・構造図 

・保健指導記録票 

・介入除外確認シート 

上記の各様式は、介入手順書に記載し

た。 

 

(３)保健指導資料集の検討 

保健指導資料として、共通資料及び高血圧、

糖尿病、脂質異常症、蛋白尿の 4 つの病態に

関する資料、並びに生活習慣改善に関する資

料の６つの種類の資料と、それぞれの資料の

作成目的及び代表的な使用例を記載したも

のを併せて掲載し、巻末には受療行動促進モ
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デルに則した代表事例の保健指導計画を併

せて掲載した。 

受療行動促進モデルの展開に沿って使用

する保健指導資料のアルゴリズムを作成し

たが、対象者の病態や合併するリスク因子

によって活用する保健指導資料が異なる。

そのため、重症化ハイリスク項目ごとに保

健指導資料を区分したが、詳細な資料の組

み合わせなどのアルゴリズムは記載しない

こととした。 

なお、介入手順書には、保健指導資料を使

用した介入標準化を図るため、受療行動促進

モデルの要素に照らして、どの資料を使用す

るか一覧表にしたものを掲載した。 

 

Ｄ．考察 

本研究では、介入の標準化を行うため、介

入自治体すべてが同一手順、同一の観点で保

健指導プログラムを遂行できるための介入

手順書、及び保健指導資料を作成した。 

本研究で適用する受療行動促進モデルは、

本モデルに類似した保健指導を先駆的に実

施している実践例を質的帰納的に分析して

構造化したものであり、更に、受療行動促進

モデルを含む介入手順書は、介入サポートチ

ーム以外の研究チームにおいて多職種によ

る検討が十分になされたことから、介入方法

の妥当性を高める工夫がなされたといえる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、保健指導介入の概念枠組みで

ある受療行動促進モデルに基づいた介入方

法を明確化した。また、研究チームの多様な

専門的知見から保健指導介入を円滑に遂行

するための様々な工夫の検討を経て、介入手

順書、及び保健指導資料を作成した。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

  なし 

 

２．学会発表 

  なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  なし 

 

Ｉ．研究協力者 

小島寿美  大阪大学大学院医学系研究科 

      公衆衛生学 特任研究員 

山川みやえ 大阪大学大学院医学系研究科 

      保健学専攻 准教授 

野村美千江 愛媛県立医療技術大学看護学  

 部 教授 

松尾和枝  福岡女学院看護大学 公衆衛 

生看護学 教授 

表志津子  金沢大学医薬保健研究域 保 

健学系 看護学領域 地域環 

境保健看護学分野 教授 

和泉京子  武庫川女子大学看護学部設置

準備室 教授 

桂晶子   宮城大学看護学部看護学科 

      地域看護学領域 准教授 

小出恵子  岡山大学大学院保健学研究科 

助教 

赤間由美  宮城大学看護学部看護学科 

      地域看護学領域 助教 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（生活習慣病重症化予防のための戦略研究）） 

分担研究報告書 

 

『自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる 

保健指導プログラムの効果検証に関する研究』 

－受療行動促進モデルによる保健指導プログラムの標準化－ 

研究分担者 横山 徹爾 国立保健医療科学院生涯健康研究部 部長 

 

研究要旨 

介入地域における保健指導の標準化および質の向上を図り、本戦略研究の精度を高めるた

めに、介入地域の保健師、事務職員並びにリーダー職員に対して、研修会を行うとともに、

各地域への個別サポートと定期的なプログラムモニタリングを実施する。初年度は、参加が

決定した自治体が研究を開始するに当たって必要なデータの授受や契約に関する「合同説明

会」と、受療行動促進モデルによる保健指導を一定の質で行えるようになるための「保健指

導実務研修会」を開催した。また、「保健指導実務研修会」の内容を介入自治体の全ての保

健指導実務者に伝えるための伝達研修会用に、ビデオ等の教材を作成した。今後、介入サポ

ートチームによる個別支援やプログラムモニタリングの結果報告書等を基に、プログラム

（保健指導や体制等）の標準化および質の担保が図られているかどうか、説明が適切であっ

たかについて評価し、フィードバックすることにより、プログラムの標準化および質の向上

を図っていく。 

 

Ａ．研究目的 

本戦略研究において保健指導プログラム

の効果を検証するためには、対象者の抽出か

ら保健指導等の予防介入を実行する方法を

明確にしたうえで、すべての介入自治体にお

いて研究計画書および手順書に記載された

内容を一定以上の質で実施されるように標

準化を図る必要がある。本分担研究では、介

入自治体における保健指導プログラムの遂

行およびデータ収集から固定までの管理、受

療行動促進モデルによる保健指導の標準化

および質の向上を図り、本研究の精度を高め

るために必要な、予防介入プログラムの標準

化手法を検討する。 

 

Ｂ．研究対象と方法 

｢自治体における生活習慣病重症化予防の

ための受療行動促進モデルによる保健指導

プログラムの効果検証」の各種手順書をもと

に、全ての介入自治体において実施される保

健指導プログラムを標準化するために、参加

自治体職員が身につける必要のある事項を

整理し、具体的な標準化の方法と内容につい

て検討し、研修会を通じて自治体職員のトレ

ーニングを行う。 

 

Ｃ．研究結果 

【１】標準化の概要 

介入地域の保健師、事務職員並びにリーダ

ー職員に対して、研修会を行うとともに、各

地域への個別サポート（事例検討会等）と定

期的なプログラムモニタリングを実施し、プ

ログラムモニタリングの結果報告書等を基

に、プログラム（保健指導や体制等）の標準

化および質の担保が図られているかどうか、

説明が適切であったかについて評価する。そ

して、その後の研修会等に改善点を反映させ

ることにより、プログラムの標準化および質

の向上を図る。 

 



 

14 
 

【２】研修会 

＜介入自治体＞ 

どの介入自治体においても研究計画書お

よび手順書に記載された内容が均質に実施

されるように、中央において開催する集合研

修によって予防介入プログラムの標準化を

行った。 

介入自治体の担当者への研修会の方法と

内容を定めるにあたっては、一般目標（GIO: 

General Instructive Objectives, 研修会修

了時に期待される成果）、到達目標（SBOs: 

Specific Behavioral Objectives, 一般目標

を達成したことを示すための具体的、各論的

に観察可能な行動）を設定し、具体的な研修

項目を整理した。また、プログラム全体の遂

行スケジュールをふまえて、実施時期と回数

を設定した（表１）。 

初年度は、参加が決定した自治体が研究を

開始するに当たって必要なデータの授受や

契約に関する（１）「合同説明会」と、受療

行動促進モデルによる保健指導を一定の質

で行えるようになるための（２）「保健指導

実務研修会」を開催した。 

 

（１）合同説明会 

合同説明会の一般目標は、「介入地域にお

ける保健指導プログラムの遂行およびデー

タ管理ができる」ことであり、到達目標は、

以下の２項目とした。 

１）研究の意義や介入地域の役割を理解し説

明することができる 

２）保健指導プログラムの遂行およびデータ

管理(収集・回収・提出）ができる 

これらを達成するために参考資料１に示

した内容の説明会を平成２６年２月２４日

に東京で開催した。参加者は、１つの市から

事務職員１名、保健指導実務担当の保健師１

～２名（そのうち保健師１名は本研究担当の

リーダー的立場の方）である。 

 

（２）保健指導実務研修会 

 保健指導実務研修会は、１つの市から保健

指導実務担当の保健師２～３名が参加する

中央研修会と、各市において中央研修会と同

じ内容を全ての保健指導実務者が参加する

伝達研修会とからなる。 

 

① 中央研修会 

保健指導実務研修会の一般目標は、「介入

地域における保健指導プログラムを、本研究

で求められる標準化された質と手順で実施

できる」ことであり、到達目標は以下の６項

目とした。 

１）本戦略研究の意義、目的、成果等につい

て理解し、研究に参加する心構えを養い、

これらを他のスタッフにも伝えることが

できる。 

２）ヘルス・ビリーフ・モデルを基礎とした

受療行動促進モデルの理論的枠組みを活

用して、保健指導計画を立案することがで

きる。 

３）本戦略研究における研修やモニタリング

の仕組み及び介入内容の標準化について

理解したうえで、保健指導の質の向上に取

り組むことが出来る。 

４）健診結果が示している身体状態を適切に

理解し、健診結果経年表・構造図を活用し

た保健指導を実施することができる。 

５）管理台帳を活用し、すべての対象者を継

続的にかつ効率的に支援できる。 

６）上記１）から５）について、他のスタッ

フに復命することができる。 

これらを達成するために参考資料３に示

した内容の研修会を、平成２６年２月１７～

１８日に東京で開催した。参加者は、１つの

市から保健指導実務担当の保健師２～３名

（そのうち１名は本研究担当のリーダー的

立場の方）である。 

 研修会に参加したことによって、一般目標

と到達目標を達成できたか、研修の事前と事

後に評価アンケートを行った。内容は、一般

目標と６つの到達目標のそれぞれについて、

知識・技術のレベルを、「1．十分にできる」

「2．概ねできる」「3．少しはできる」「4．
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できない」の４段階で尋ねるものである。ま

た、各講義の個別アンケートとして「内容の

理解の程度」「講師の教え方」「講義等の資

料のわかりやすさ」「プログラムの必要性」

「時間配分」についても４段階で尋ね、参加

者の理解度を把握して追加で必要なサポー

トを検討するとともに、研修会の質を確保す

るための参考とした。 

 研修会の内容について十分に理解できな

い点がある場合は、研修会の間に質疑応答時

間をとったほか、質問用紙に記入して提出し

てもらい、当日中に解説または後日Ｑ＆Ａ集

として回答し、他の介入自治体とも共有した。

また、プログラム遂行上、必要と思われる要

望事項を質問用紙または前述の評価アンケ

ートに記載してもらった。 

 

② 伝達研修会 

介入自治体において、中央研修会を修了し

ていない保健指導実務者も、修了者と同様に

受療行動促進モデルに基づいた保健指導を

行えるようになるために、中央研修会の講義

をビデオ撮影し、同じ教材を用いて各自治体

で全ての保健指導実務者に対して研修会を

開催することとした。 

一般目標と到達目標は、中央研修会と同じ

（到達目標６を除く）であり、内容は参考資

料４に示した通り、中央研修会とほぼ同じで

ある。各市において、本戦略研究に参加する

全ての保健指導実務者は講義のビデオと配

付資料を用いて受講する。研修室等での集合

研修が望ましいが、通常業務をこなしながら

伝達研修会を受講できるように、各自での自

習も可とした。 

中央研修会と同様に、到達度を評価するた

めに、事前・事後評価アンケートおよび各講

義の個別アンケートを記入して、研修受講後

に戦略研究推進室あてに送付し、各市におけ

る伝達研修の実施状況の確認、および介入サ

ポートチームが各市をサポートする際に参

考にする。 

 

＜対照自治体＞ 

対照自治体においても、介入自治体と同様

の質でデータ管理（収集・回収・提出）がで

きるようになるために、合同説明会を開催す

る。 

一般目標は、「対照地域の役割を理解しデ

ータ管理ができる」ことであり、到達目標は、

以下の２項目とした。 

１）研究の意義や対照地域の役割を理解し説

明することができる 

２）データ管理(収集・回収・提出)ができる 

これらを達成するために参考資料２に示

した内容の説明会を平成２６年３月１７日

に東京で開催した。参加者は、１つの市から

データ収集・管理および契約に関する担当者

と保健指導実務担当の保健師、計２～３名で

ある。 

 

【３】個別サポート 

介入自治体において、保健指導プログラム

を一定の質で確実に遂行できるように、介入

サポートチームが保健指導プログラムの実

施支援等を行う。 

 

【４】プログラムモニタリング 

介入自治体について、保健指導プログラム

の標準化が達成しているかを確認するため、

プログラムのモニタリングを実施する。プロ

グラムモニタリングチームにより保健指導

記録の帳票等の確認を行うことにより、モニ

タリングを実施する。詳細は、別途定めるモ

ニタリング手順書に基づき、モニタリングを

実施する。また、モニタリング結果は、個別

および研修会を通じて介入自治体全体にフ

ィードバックし、プログラムの質の維持向上

に役立てる。 

 

【５】標準化の評価 

 研修会参加中・終了時の課題、プログラム

モニタリングチームによるモニタリングの

結果およびその他資料（モニタリング結果報

告書、保健指導記録のコピー等）を基に、保



 

16 
 

健指導の標準化および質の向上が図られて

いるかどうか、研修会の内容が適切であった

かについて評価する。評価結果を、研修会に

おける介入地域へのフィードバック、次年度

の研修会に反映させることにより、さらなる

標準化を図る。 

 

Ｄ．考察 

 本戦略研究では、多数の地域において予防

介入プログラムを実施するため、介入プログ

ラムの実行状況の管理（標準化）を適切に行

う必要がある。その介入内容は薬物等の臨床

試験で特定の疾患患者に定められた量を投

与する場合とは異なり、対象者の検査値のみ

ならず生活状況等の背景をもふまえた保健

指導およびそのための体制整備等の多岐に

渡るため、保健指導実務者の研修会には十分

な回数と時間を割く必要がある。 

 初年度の研修会では、保健師、事務職員並

びにリーダー職員の役割を明確にしたうえ

で、一般目標、到達目標を立て、個別の研修

項目を整理した。保健指導実務研修会（中央

研修会）の評価アンケートでは、知識・技術

レベルの変化（自己評価の変化）について、

事前と事後構成比は全ての目標項目で「概ね

できる」の割合が高くなり、「到達目標２，

３，４」の事後評価「できない」は 0 人とな

った。伝達研修の実施に関する不安意見があ

ったため、「Ⅶ 事例検討、演習」は、必要

に応じて介入サポートチームの構成員が各

市を訪問して実施を支援することとした。 

次年度以降も必要な研修会を開催し、研究

遂行に求められる標準的な知識と技術を身

につけるとともに、個別サポートとプログラ

ムモニタリングによって実行状況を把握・評

価しながら、研修等により改善を促していく

ことにより、どの参加自治体においても一定

水準の介入プログラムが遂行されるように

なると考える。 

 

 

 

Ｅ．結論 

介入地域における保健指導の標準化およ

び質の向上を図り、本研究の精度を高めるた

めに、介入地域の保健師、事務職員並びにリ

ーダー職員に対して、研修会を行うとともに、

各地域への個別サポート（事例検討会等）と

定期的なプログラムモニタリングを実施す

る。初年度は、参加が決定した自治体が研究

を開始するに当たって必要なデータの授受

や契約に関する「合同説明会」と、受療行動

促進モデルによる保健指導を一定の質で行

えるようになるための「保健指導実務研修

会」を開催した。今後、介入サポートチーム

による個別支援やプログラムモニタリング

の結果報告書等を基に、プログラム（保健指

導や体制等）の標準化および質の担保が図ら

れているかどうか、説明が適切であったかに

ついて評価し、フィードバックすることによ

り、プログラムの標準化および質の向上を図

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

Ｉ．研究協力者 

杉田由加里 千葉大学大学院看護学研究科 

      准教授 
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）

研
修
会
Ⅰ
-Ａ
（対
照
）

研
修
会
Ⅰ
-Ｄ

研
修
会
Ⅰ
-Ｂ
Ｃ

研
修
会
Ⅱ

研
修
会
Ⅲ

研
修
会
名

保
健
指
導
実
務
研
修
会

介
入
地
域
へ
の
合
同
説
明
会

対
照
地
域
へ
の
合
同
説
明
会

病
態
研
修
会

保
健
指
導
実
務
研
修
会

保
健
指
導
実
務
研
修
会
Ⅱ
（仮
）
保
健
指
導
実
務
研
修
会
Ⅲ
（仮
）

時
間

約
13
時
間

約
 3
時
間

約
 3
時
間

約
13
時
間

2月
17
-1
8日
と
ほ
ぼ
同
様

を
予
定

10
時
間
程
度

8時
間
程
度

主
な
対
象
者

１
市
あ
た
り
、
保
健
指
導
実
務
担
当
の
保
健

師
２
～
３
名
（そ
の
う
ち
１
名
は
本
研
究
担

当
の
リ
ー
ダ
ー
的
立
場
の
方
）

１
市
あ
た
り
、
事
務
職
員
１
名
、
保
健

指
導
実
務
担
当
の
保
健
師
１
～
２
名

（そ
の
う
ち
保
健
師
１
名
は
本
研
究
担

当
の
リ
ー
ダ
ー
的
立
場
の
方
）

１
市
あ
た
り
、
デ
ー
タ
収
集
・管
理
お
よ

び
契
約
に
関
す
る
担
当
者
と
保
健
指

導
実
務
担
当
の
保
健
師
、
計
２
～
３

名

〃
保
健
指
導
実
務
担
当
保
健
師
、
リ
ー

ダ
ー
職
員

保
健
指
導
実
務
担
当
保
健
師
、
リ
ー

ダ
ー
職
員

一
般
目
標

介
入
地
域
に
お
け
る
保
健
指
導
プ
ロ
グ
ラ
ム

を
、
本
研
究
で
求
め
ら
れ
る
標
準
化
さ
れ
た

質
と
手
順
で
実
施
で
き
る
。

介
入
自
治
体
に
お
け
る
保
健
指
導
プ

ロ
グ
ラ
ム
の
遂
行
お
よ
び
デ
ー
タ
管
理

が
で
き
る
。

対
照
地
域
の
役
割
を
理
解
し
デ
ー
タ

管
理
が
で
き
る
。

受
療
行
動
促
進
モ
デ
ル
に
よ
る
保
健

指
導
を
、
高
血
圧
・糖
尿
病
・脂
質
異

常
症
・慢
性
腎
臓
病
の
病
態
に
関
す

る
生
理
的
機
序
を
踏
ま
え
た
う
え
で

行
う
こ
と
で
、
生
活
習
慣
病
重
症
化
予

防
が
効
果
的
に
実
施
で
き
る
よ
う
に

な
る
。

〃
保
健
指
導
の
質
の
向
上
を
図
る
こ
と

が
で
き
る
。

保
健
指
導
プ
ロ
グ
ラ
ム
遂
行
上
の
課

題
の
明
確
化
と
改
善
を
図
る
こ
と
が
で

き
る
。

到
達
目
標

１
）本
戦
略
研
究
の
意
義
、
目
的
、
成
果
等

に
つ
い
て
理
解
し
、
研
究
に
参
加
す
る
心
構

え
を
養
い
、
こ
れ
ら
を
他
の
ス
タ
ッ
フ
に
も
伝

え
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
）ヘ
ル
ス
・ビ
リ
ー
フ
・モ
デ
ル
を
基
礎
と
し

た
受
療
行
動
促
進
モ
デ
ル
の
理
論
的
枠
組

み
を
活
用
し
て
、
保
健
指
導
計
画
を
立
案
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

３
）本
戦
略
研
究
に
お
け
る
研
修
や
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
の
仕
組
み
及
び
介
入
内
容
の
標
準

化
に
つ
い
て
理
解
し
た
う
え
で
、
保
健
指
導

の
質
の
向
上
に
取
り
組
む
こ
と
が
出
来
る
。

４
）健
診
結
果
が
示
し
て
い
る
身
体
状
態
を

適
切
に
理
解
し
、
健
診
結
果
経
年
表
・構
造

図
を
活
用
し
た
保
健
指
導
を
実
施
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

５
）管
理
台
帳
を
活
用
し
、
す
べ
て
の
対
象

者
を
継
続
的
に
効
率
的
に
支
援
で
き
る
。

６
）上
記
１
）か
ら
５
）に
つ
い
て
、
他
の
ス

タ
ッ
フ
に
復
命
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

１
）研
究
の
意
義
や
介
入
地
域
の
役

割
を
理
解
し
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

２
）保
健
指
導
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
遂
行
お

よ
び
デ
ー
タ
管
理
(収
集
・回
収
・提

出
）が
で
き
る

１
）研
究
の
意
義
や
対
照
地
域
の
役

割
を
理
解
し
説
明
す
る
こ
と
が
で
き
る

２
）デ
ー
タ
管
理
(収
集
・回
収
・提
出
)

が
で
き
る

１
）健
診
結
果
か
ら
、
対
象
者
の
身
体

の
代
謝
機
序
、
血
管
障
害
状
況
を
整

理
で
き
、
受
療
行
動
促
進
モ
デ
ル
に

そ
っ
た
保
健
指
導
計
画
が
立
案
で
き

る
。
２
）健
診
結
果
か
ら
、
対
象
者
が
生
活

習
慣
病
の
病
態
、
特
に
代
謝
異
常
や

血
管
へ
の
障
害
を
理
解
す
る
よ
う
に

保
健
指
導
を
展
開
で
き
る
。

〃
１
）保
健
指
導
の
質
の
向
上
を
図
る
う

え
で
の
課
題
や
、
保
健
指
導
プ
ロ
グ
ラ

ム
を
継
続
す
る
上
で
の
課
題
の
解
決

方
法
に
つ
い
て
考
え
取
り
組
む
こ
と
が

で
き
る
。

２
）介
入
地
域
の
保
健
指
導
の
取
組

み
(好
事
例
等
)を
参
考
に
し
、
保
健
指

導
に
活
か
す
こ
と
が
で
き
る

１
）保
健
指
導
の
進
捗
状
況
や
保
健

指
導
プ
ロ
グ
ラ
ム
遂
行
に
関
す
る
工

夫
点
、
問
題
点
、
評
価
等
に
つ
い
て

情
報
交
換
・共
有
を
図
る
こ
と
で
、
効

果
的
な
保
健
指
導
に
活
か
す
こ
と
が

で
き
る
２
）次
年
度
以
降
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
遂

行
・デ
ー
タ
管
理
に
活
か
す
こ
と
が
で

き
る

地
域
別
サ
ポ
ー
ト

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
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（参考資料１）
研修会番号 時間数
ⅠＡ
（介入）

約 3時間

番号 時間数
35分

30分

30分

30分

40分
5

4. 戦略研究推進室の役割と契約について

戦略研究推進室の役割と介入自治体と国立大学法人大阪大学との契約方法について知る。

3
3. 保健指導記録関係データの流れ

構造図・管理者台帳等の印刷から、当該帳票データが解析されるまでの流れについて知る。

4
4. 戦略研究推進室の役割と契約について

戦略研究推進室の役割と介入自治体と国立大学法人大阪大学との契約方法について知る。

内容
内容

1
1. 研究概要と研究の意義

本研究の目的や概要、評価項目、介入地域の役割等、本研究の基本的な事項を知る。

2
2. 健診・レセプトデータの流れ

健診データおよびレセプトデータの入手先およびファイル仕様、およびそれらのデータが解析さ
れるまでの流れについて知る。

研修会名

介入地域への合同説明会

一般目標 （General Instructional Objectives: GIO）※
介入自治体における保健指導プログラムの遂行およびデータ管理ができる。
到達目標 （Specif ic Behavioral Objectives: SBOs）※
１）研究の意義や介入地域の役割を理解し説明することができる
２）保健指導プログラムの遂行およびデータ管理(収集・回収・提出）ができる

 
 

 

（参考資料２）
研修会番号 時間数
ⅠＡ
（対照）

約 3時間

番号 時間数
35分

50分

30分

30分

1. 研究概要と研究の意義

2. 重症化ハイリスク者のデータ管理方法

3. 契約について

4. 総合質疑応答

内容

4
症化ハイリスク者のデータ管理方法、契約等について確認し、疑問点を解決する。

重症化ハイリスク者のデータ管理方法について。

3
対照自治体と国立大学法人大阪大学との今回の研究についての契約について。

研修会名

対照地域への合同説明会

一般目標 （General Instructional Objectives: GIO）※
対照地域の役割を理解しデータ管理ができる。

本研究の目的や概要、評価項目、対照地域の役割等、本研究の基本的な事項を知る。

2

到達目標 （Specif ic Behavioral Objectives: SBOs）※
１）研究の意義や対照地域の役割を理解し説明することができる
２）データ管理(収集・回収・提出)ができる

内容

1
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（参考資料３）
研修会番号 時間数 評価方法

ⅠBC 約13時間
事前事後
アンケート

番号 時間数
30分

30分

80分

130分

30分

20分

30分

30分

90分

240分

20分

30分

7
Ⅴ　モニタリングについて

本戦略研究におけるモニタリングについて、その趣旨や仕組みについて知る。

6
Ⅳ　研修会について

本戦略研究における研修会の全体計画について、その趣旨や仕組み等について知る。

事例１～３
事例について講師が健診結果経年表・構造図を用いて保健指導の展開例を示し、受講者同
士で議論する。この過程を通じて具体的な保健指導展開を学ぶ。

9
Ⅶ　事例検討、演習　保健指導計画の立案及び保健指導展開例の提示

事例をもとに具体的な身体状態等の読み解き、保健指導計画の立案を各自及びグループで演
習を行う。その後、講師が基本的な読み解き、保健指導計画について解説する。

8
Ⅵ　医療との連携について

重症化ハイリスク基準の各学会ガイドライン上での位置づけ等を知る。医療機関との連携で考
慮すべき点を理解するとともに、連携を円滑に進めるためのツールや方策を学ぶ。

5
質疑応答

重症化ハイリスク者に対する受療行動促進モデルについてのイメージ化、構造図を使った保健
指導の展開イメージ等について確認し、疑問点を解決する。

12
Ⅷ　伝達研修について

研修内容を他のスタッフにをどのように復命・伝達するか知る。

11
事例検討のまとめ

事例検討を通じて、展開が困難であった点について確認する。

10

3

Ⅱ　保健指導プログラムの理論的枠組み概要

本戦略研究の保健指導プログラムの理論的な基礎であるヘルス・ビリーフ・モデルとそれに基
づく受療行動促進モデルについて理解するとともに、保健指導のアセスメントと教育介入の枠
組みを理解する。

4

Ⅲ　保健指導の実施方法

受療行動促進モデルに基づいて健診結果経年表と構造図を活用した具体的な保健指導の展
開（高血圧、糖尿病、脂質異常症、蛋白尿）を学ぶ。管理台帳の記入方法及び管理台帳を活
用した保健指導計画の立案について学ぶ。

内容
内容

1
開講の挨拶・趣旨説明

開講挨拶。研究の趣旨・目的等を理解し、研究参加における心構えを養う。相談窓口（戦略研
究推進室）を理解する。

2
Ⅰ　保健指導プログラムの基本的な考え方

本研究における保健指導プログラムの概要、全体的な流れ、介入必須条件、保健指導の各ス
テップや内容（初回指導、継続指導）について理解する。

研修会名

保健指導実務研修会

一般目標 （General Instructional Objectives: GIO）
介入地域における保健指導プログラムを、本研究で求められる標準化された質と手順で実施できる。

到達目標 （Specif ic Behavioral Objectives: SBOs）
１）本戦略研究の意義、目的、成果等について理解し、研究に参加する心構えを養い、これらを他のス
タッフにも伝えることができる。
２）ヘルス・ビリーフ・モデルを基礎とした受療行動促進モデルの理論的枠組みを活用して、保健指導計
画を立案することができる。
３）本戦略研究における研修やモニタリングの仕組み及び介入内容の標準化について理解したうえで、
保健指導の質の向上に取り組むことが出来る。
４）健診結果が示している身体状態を適切に理解し、健診結果経年表・構造図を活用した保健指導を実
施することができる。
５）管理台帳を活用し、すべての対象者を継続的に効率的に支援できる。
６）上記１）から５）について、他のスタッフに復命することができる。
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（参考資料４）
研修会番号 時間数 評価方法
ⅠBC
（伝達）

約12時間
事前事後
アンケート

番号 時間数
20分

30分

30分

80分

130分

30分

30分

330分

20分

30分

伝達研修会の趣旨説明と進め方、および教材の使用方法について知る。

10
Ⅷ　伝達研修について

研修内容を他のスタッフにをどのように復命・伝達するか知る。

8

Ⅶ　事例検討、演習　保健指導計画の立案及び保健指導展開例の提示

事例をもとに具体的な身体状態等の読み解き、保健指導計画の立案を各自及びグループで演
習を行う。その後、講師が基本的な読み解き、保健指導計画について解説する。
事例について講師が健診結果経年表・構造図を用いて保健指導の展開例を示し、受講者同
士で議論する。この過程を通じて具体的な保健指導展開を学ぶ。

6
Ⅴ　モニタリングについて

本戦略研究におけるモニタリングについて、その趣旨や仕組みについて知る。

7
Ⅵ　医療との連携について

重症化ハイリスク基準の各学会ガイドライン上での位置づけ等を知る。医療機関との連携で考
慮すべき点を理解するとともに、連携を円滑に進めるためのツールや方策を学ぶ。

9
Ⅳ　研修会について

本戦略研究における研修会の全体計画について、その趣旨や仕組み等について知る。

4

Ⅱ　保健指導プログラムの理論的枠組み概要

本戦略研究の保健指導プログラムの理論的な基礎であるヘルス・ビリーフ・モデルとそれに基
づく受療行動促進モデルについて理解するとともに、保健指導のアセスメントと教育介入の枠
組みを理解する。

5

Ⅲ　保健指導の実施方法

受療行動促進モデルに基づいて健診結果経年表と構造図を活用した具体的な保健指導の展
開（高血圧、糖尿病、脂質異常症、蛋白尿）を学ぶ。管理台帳の記入方法及び管理台帳を活
用した保健指導計画の立案について学ぶ。

内容
内容

2
開講の挨拶・趣旨説明

開講挨拶。研究の趣旨・目的等を理解し、研究参加における心構えを養う。相談窓口（戦略研
究推進室）を理解する。

3
Ⅰ　保健指導プログラムの基本的な考え方

本研究における保健指導プログラムの概要、全体的な流れ、介入必須条件、保健指導の各ス
テップや内容（初回指導、継続指導）について理解する。

1
全体の趣旨説明および教材の使用方法

研修会名

保健指導実務研修会（伝達研修会）

一般目標 （General Instructional Objectives: GIO）
介入地域における保健指導プログラムを、本研究で求められる標準化された質と手順で実施できる。

到達目標 （Spec if ic Behavioral Objectives: SBOs）
１）本戦略研究の意義、目的、成果等について理解し、研究に参加する心構えを養い、これらを他のス
タッフにも伝えることができる。
２）ヘルス・ビリーフ・モデルを基礎とした受療行動促進モデルの理論的枠組みを活用して、保健指導計
画を立案することができる。
３）本戦略研究における研修やモニタリングの仕組み及び介入内容の標準化について理解したうえで、
保健指導の質の向上に取り組むことが出来る。
４）健診結果が示している身体状態を適切に理解し、健診結果経年表・構造図を活用した保健指導を実
施することができる。
５）管理台帳を活用し、すべての対象者を継続的に効率的に支援できる。
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  厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（生活習慣病重症化予防のための戦略研究）） 

分担研究報告書 

 

『自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる 

保健指導プログラムの効果検証に関する研究』 

－受療行動促進モデルによる保健指導プログラムのモニタリング－ 

研究分担者 吉田 俊子 宮城大学大学院 看護学研究科 教授 

 

研究要旨 

｢自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる保健指導プロ

グラムの効果検証」の保健指導実務の適切な遂行を保証することを目的とし、モニタリング

チームを構成し、保健指導実務のモニタリングについて検討した。保健指導実務の介入手順

書の遵守を確認するためのモニタリング手順書を作成し、次年度に開始される保健指導実務

に対する具体的なモニタリング実施にむけての必要な事項を検討した。さらに、研究対象の

自治体に説明会にてモニタリングの意義や必要性について説明を行い、円滑な保健指導実務

のモニタリング遂行に向けての準備を行った。 

 

Ａ．研究目的 

｢自治体における生活習慣病重症化予防の

ための受療行動促進モデルによる保健指導

プログラムの効果検証」の保健指導実務を適

切に実施するためのモニタリング実施にむ

けて必要な事項を検討することを本年度の

目的とした。 

 

Ｂ．研究対象と方法 

 以下の３点について、研究チーム、推進室

との連携に基づいて検討を行った。 

1） モニタリング実施者の要件検討、モ
ニタリングチームの構成 

モニタリング実施者および、円滑に

モニタリングできるための実施要

件を検討する。モニタリングに適切

と判断される研究協力者に参画を

依頼し、モニタリングチームを構成

する。 

2） モニタリングの時期、方法、内容の
検討、モニタリング手順書の作成 

保健指導実務の手順書に基づき、モ

ニタリングの時期、方法、内容を検

討する。本検討を踏まえ、保健指導

のモニタリングを適切に実施する

ためのモニタリング手順書を作成

する。 

3） モニタリングの重要性の周知を図
る 

モニタリングの意義、モニタリング

の方法、内容について対象となる自

治体への周知を図り、円滑なモニタ

リング実施にむけての準備を行う。 

 

Ｃ．研究結果 

１）モニタリング実施者の要件検討、モニ

タリングチームの構成 

モニタリング実施者としての要件を検

討し、保健指導実務、保健師教育、心血管

疾患の患者教育、保健学、看護学領域の疫

学などの領域での専門家計 7 名からなる

モニタリングチームメンバーを決定し

た。 

安斎由貴子、渡辺志乃、吉田俊子（宮城

大学）小寺さやか（神戸大学）、真茅み

ゆき（北里大学）、三浦稚郁子、角口亜

希子（榊原記念病院）   

モニタリング実施者の要件は以下に定
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めた。 

看護職または医師の資格を有する者と

し、モニタリングに必要とされる、以下

３つの基本的な科学的及び臨床的知識

を有し、手順書、およびモニタリング手

順書を理解して臨むことができる者と

した。 

① 生活習慣病の保健指導実務に関連す

る医学・薬学・看護の基本的知識 

② 生活習慣病の保健指導に関連する法

規、生活習慣病関連のガイドラインに

関する情報 

③ 疫学・統計学に関する基本的知識 

 

２）モニタリングの時期、方法、内容の検討、

モニタリング手順書の作成 

保健指導実務の手順書に基づき、推進室、

介入サポートチームとの協議、チーム会議、

チーム連携会議を通してモニタリングの

時期、方法、内容を検討した。検討内容を

もとに、保健指導実務の適切なモニタリン

グ実施に向けたモニタリング手順書を作

成した。さらに、モニタリング手順書に基

づいて、評価を実施するためのモニタリン

グ報告書、モニタリングチェックリストを

作成した。 

保健指導実務のモニタリングの概要に

ついて、以下にまとめた。 

 

① モニタリングの時期 

モニタリングの時期は、年 3 回とした。 

１回目は健診後の初回保健指導時、２回

目は健診実施後６－７か月目、３回目は健

診実施後８－９か月目とした。２年目以降

は、対象の状況による保健指導の必要性の

確認後、１年目と同様の時期に実施するこ

ととした。 

② モニタリングの方法 

モニタリングの実施方法は、原則として、

介入自治体からデータセンターに送付さ

れる匿名された管理台帳、保健指導記録票

のコピーをもとに保健指導内容を確認し、

モニタリングチェックリストとの照合を

実施する。 

保健指導記録内容から、ヘルスビリーフ

モデルに基づき、対象の健康状態にあった

適切な保健指導が実施されたかを把握す

る。結果をモニタリング報告書に記載し、

研究リーダー（および研究リーダー補佐）

に報告する。必要な場合、介入サポートチ

ームと連携をとり適切な保健指導の実施

を図る。モニタリング報告書は推進室にて

保管する。 

③ モニタリングの内容 

a）介入群および対照群の共通のモニタリン

グ項目 

今回の保健指導での必須条件、特定保健

指導の実施状況、重症化ハイリスクの保健

指導実施状況について、毎年度末に質問紙

調査を実施し、介入群・対照群の条件の状

況を確認する。 

必須条件を以下に記載する。 

① 初回保健指導は原則として家庭訪問 

② 指導媒体として健診結果経年表と構

造図を活用 

③ 管理台帳を用いた継続管理 

④ レセプト（診療情報明細書）による医

療機関の受療状況の確認 

 

b）介入群のモニタリング項目 

モニタリングを実施する各時期におい

て、以下 4点について確認を行い、逸脱し

ている場合は、当該事項を速やかにモニタ

リングチームリーダーに伝え、研究リーダ

ー（および研究リーダー補佐）に報告する

とした。 

１）手順書に沿った進行（プロセス）が実

施されているか。 

（対象者の抽出、必要書類の作成、初回

保健指導、継続保健指導①、継続保健指

導②、健診受診勧奨の実施、2年目以降

の継続指導） 

２）必要な記録がされているか。 

  （管理台帳の記載、指導記録票の記載、
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介入除外確認シートの記載） 

３）受療行動促進モデルに沿った面接が実

施されているか。 

４）教育の内容は、管理台帳の健診データ

や生活習慣病関連ガイドラインに沿

ったものか 

モニタリング実施者は、モニタリング

チェックリストを用いて行い、モニタリ

ング報告書に必要事項を記載する。 

各項目は以下とした。 

一回目のモニタリング項目 

①初回保健指導の準備状況  

②初回保健指導の実施状況  

③初回保健指導後の記録 

2 回目のモニタリング項目 

①初回指導 4 ヵ月後のレセプト確認と管

理台帳記入の状況 

②継続保健指導の準備状況 

③継続保健指導の実施状況 

④継続保健指導後の記録 

3 回目のモニタリング項目 

①継続保健指導①後のレセプト確認と管

理台帳記入の状況 

②継続保健指導②の準備状況 

③継続保健指導②の実施状況 

④継続保健指導②後の記録 

 

３）モニタリングの重要性についての自治体

への周知 

自治体に対する説明会（平成 26 年 2 月

17 日：東京）において、モニタリングの

意義、概要について説明し、質疑応答を実

施した。介入自治体におけるモニタリング

の重要性を周知して研究推進をはかった。 

 

Ｄ．考察 

今年度は、保健指導実務の手順書と連動

し、どのように保健指導実務の質を担保し

ていくかの議論をすすめ、保健指導実務の

モニタリング手順書を作成した。今後、実

施前にプレテストを行い、また介入自治体

での検討を重ね、適切な保健指導の実施に

対する課題の抽出をはかっていく。また、

予測される課題としては、保健指導内容を

保健指導記録票からどの程度評価できる

か、記載内容での把握、評価者間での評価

の相違が考えられる。モニタリング実施者

は、保健指導や生活習慣病の患者教育など

の専門家に依頼しているが、モニタリング

の質を保つためにもモニタリングチーム

で評価内容を相互に確認しながらすすめ

ていくことが重要である。 

平成 26 年度の実施にむけて、現在、最

終調整段階にあるが、平成 26 年度の初回

保健指導のモニタリングは特に綿密に行

い、課題を早期に抽出し対応して適切な保

健指導実務の担保を図っていく。 

 

Ｅ．結論 

平成 25年度は介入準備段階であったが、

保健指導実務に対する評価および適切な

実施にむけてのモニタリング実務の検討

は十分に重ねており、次年度からの円滑な

実施が行える段階にあると考える。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

なし 

 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

なし   

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

Ｉ．研究協力者 

安齋由貴子 宮城大学看護学部 

地域看護学領域 教授 
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渡邉志乃  宮城大学看護学部 

地域看護学領域 助教 

三浦稚郁子 榊原記念病院 看護部長 

角口亜希子 榊原記念病院 副看護部長 

真茅みゆき 北里大学看護学部 

看護システム学 准教授  

小寺さやか 神戸大学大学院 保健学研究科 

看護学専攻 講師 
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厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業 

（生活習慣病重症化予防のための戦略研究）） 

分担研究報告書 

 

『自治体における生活習慣病重症化予防のための受療行動促進モデルによる 

保健指導プログラムの効果検証に関する研究』 

－エンドポイント判定－ 

研究分担者 斉藤 功 愛媛大学大学院 医学系研究科 看護学専攻 健康科学・基礎看護学 教授 

 

研究要旨 

生活習慣病重症化予防のための受療行動モデルを評価するため、アウトカム判定にかかる手

順書の作成と課題の整理を行った。結果、レセプトからエンドポイントを判定するためには、

①少なくとも入院開始日から２日以上経過している入院レセプトがあること、②傷病名に関

連する臨床的な検査や処置の記録があり、その内容が臨床的にみて妥当であること、③発症

月以降の複数月の入院・入院外レセプト（調剤レセプトを含む）から判断して、その傷病に

対して継続した治療が行われていると判断できること、を必須とすることが整理できた。 

 

Ａ．研究目的 

 生活習慣病重症化予防のための受療行動

モデルを評価するため、アウトカム判定にか

かる手順書の作成と課題の整理を行うこと。 

 

Ｂ．研究対象と方法 

 本研究において、ハードエンドポイントと

して虚血性心疾患（ICD-10:I20-I25）、脳血

管疾患（I60-I69）、心不全（I50）、慢性腎

臓病（ N18.0, N18.8, N28.9 ） 、腎不全

（N17-N19）が定義されている。したがって、

これらのエンドポイントについてレセプト

から発症の有無を正確に判定する手順を検

討した。 

  

Ｃ．研究結果 

エンドポイントの判定となる診断基準は

以下の①～③を必須条件とした。 

①少なくとも入院開始日から２日以上経過

している入院レセプトがあること、②傷病名

に関連する臨床的な検査や処置の記録があ

り、その内容が臨床的にみて妥当であること、

③発症月以降の複数月の入院・入院外レセプ

ト（調剤レセプトを含む）から判断して、そ

の傷病に対して継続した治療が行われてい

ると判断できること。 

 

Ｄ．考察 

 レセプトの傷病名からエンドポイントの

判定を行うにはいくつかの条件を満たす必

要がある。本研究では前述の診断基準をもと

に2人の医師が独立して判定する手順を定め

ている。また、判定が異なる場合には、改め

て協議をする必要がある。今後、パイロット

調査を行い診断の精度を検討する。 

  

Ｅ．結論 

 エンドポイント判定のプロセスを明確化

し、より正確な手順の開発が求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 
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２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 

 

Ｉ．研究協力者 

八谷 寛  藤田保健衛生大学 医学部 

      公衆衛生学教室 教授 

山岸良匡  筑波大学医学医療系 

      社会健康医学 講師 

小久保喜弘 国立循環器病研究センター  

 予防健診部 医長 
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